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課題設定 3

有機給食の食材利用と有機給食の拡大の背景

政策的な普及・拡大

みどりの食料システム戦略

有機農業産地づくり推進事業（オーガニックビレッジの創出）

-取組：有機農業の団地化，ビジネスマッチング，学校給食での利用など

生産者や保護者による開始

社会的な食材への不安や安全性への意識向上

学校給食における食や農への教育的役割

1950年代～ 学校給食法公布・輸入食材の使用

1990年代～ 集団食中毒の発生・食品添加物に対する不安

2000年代～ 食育基本法・食育推進基本計画制定➡国産食材・地場産食材・有機食材の利用促進

学校給食の食材利用の変遷



課題設定 4

◎地場産給食に関する研究の蓄積

・地場産給食の食育効果（内藤ほか，2010；片岡，2005）

・コーディネーターの重要性（佐藤，2010；尾高，2006）

◎有機給食を主題とした研究はわずか

・有機給食に関するアンケート調査（吉野，2022）

・世界における有機食材の公共調達政策（関根，2022）

・今治市，いすみ市などの事例報告（安井，2022；鮫田，2022ほか）

➡有機給食を実施する複数の事例について比較検討したものはなく，

有機給食を実施する上での課題対応について言及されていない

先行研究



課題設定

研究方法
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◎事例報告から抽出した課題（脇谷，2021；鮫田，2022；靏ほか，2023；船越，2024）

①食材調達における差額の解消

②安定的な食材供給量の確保及び規格・品質の調整

③関係者間の連携による新たなフードシステムの構築

◎調査方法

・有機給食の全国的な実態の把握 ➡アンケート調査

・上記3点の課題の解消方法および比較検討 ➡聞き取り調査

有機給食を実現している地域の実施要因と課題対応を解明し，

有機給食の普及・推進に向けての示唆を得ること

研究目的



アンケート調査

有機給食の全国的動向
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図１ 有機米と有機野菜の供給頻度
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図２ 学校給食での有機食材の導入比率
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➡実施している市町村は多いが，頻度・導入比率が低い地域が多い

オーガニックビレッジ宣言をした124市町村（2024年6月現在），回収数98件（回収率：79％）

★実施地域：75市町村（69％）



アンケート調査
食材調達における価格差と補助金の使用

7

➡給食費の増額を実施する市町村はない

➡国の補助金を使用している地域が多い

図5 補助金の使用の有無
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図６ 有機米・米以外の有機食材の価格差の調整方法
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価格差を調整するために…

◆価格差

有機米：94％の市町村で価格差アリ 有機野菜：71％の市町村で価格差アリ



アンケート調査

有機給食の実施における課題
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図７ 有機給食を実施する上での課題（複数回答）
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図８ 有機給食を実施していない理由(複数回答)
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➡事例報告であげられた課題が，みどりの食料システム戦略以降も
有機給食の実施について同一の課題と認識されている



事例調査対象地

調査先の選定
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★オーガニックビレッジの中から，下記条件に基づき事例を選定

・有機給食を高頻度（週4回以上）かつ継続的に実施していること

・有機米，有機野菜ともに供給していること

◆選定した調査先（調査実施日2024年7～8月）

⑴京都府亀岡市 ⑵熊本県山都町 ⑶島根県吉賀町

有機農業面積 児童・生徒数 有機農業の開始 有機給食の開始

京都府亀岡市 76.4ha 約7，000人 2021年（後発産地） 2022年

熊本県山都町 150.3ha 約750人 1970年（先進地） 2021年

島根県吉賀町 67ha 約350人 1980年（先進地） 1982年
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有機給食サプライチェーン
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①食材調達における差額の問題
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実際の費用 ：300円/食

保護者負担額 ：250円/食

➡50円/食の差額を国・市の補助金で補填

⑴京都府亀岡市

有機給食の現状
有機米 ➡100％提供

有機野菜 ➡一部を有機化（にんじん・キャベツなど）

◆3点の課題の対応方法



②安定的な食材供給量の確保及び品質・規格の調整
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◎生産基盤の維持

・有機米の高価買取 ➡生産拡大・生産者の維持・新規就農者確保

◎規格・規格の調整

・有機米 ：一等米のみを使用

・有機野菜：有機JASを取得した野菜のみ使用

③関係者間の連携・情報共有

◎行政主導による有機給食の推進・連携体制の構築

・補助金の使用による差額の補填や有機農業支援など

・生産者団体への市所有農地の提供

・小学校での食育活動の推進

⑴京都府亀岡市



有機給食サプライチェーン
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①食材調達における差額の問題
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◎差額

有機米 ：約12,000円/60kg ➡差額を国の補助金によって補填

有機野菜 ：約30～50円/150g ➡給食予算内で対応

⑵熊本県山都町

有機給食の現状
有機米 ➡100％提供

有機野菜 ➡一部を完全有機化（小松菜，ねぎ，たまねぎなど）

◆3点の課題の対応方法



②安定的な食材供給量の確保及び品質・規格の調整
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◎有機農業の普及・確立

◎生産者・集出荷組織による調整

・学校給食優先の出荷体制，生産者の意欲

・集出荷組織による発注・配送業務の最適化

◎需要量に対する供給量の規模

・有機農業生産者の総出荷額のうち，約0.5％が学校給食用➡欠品が発生しにくい

⑵熊本県山都町

③関係者間の連携・情報共有
◎集出荷組織による連携体制の確立

・生産者による出荷基準や価格の策定，食育活動

・定期的な会議や勉強会の開催，栄養教諭との定期的なミーティング



有機給食サプライチェーン

16
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①食材調達における差額の問題
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◎差額

有機米 ：1.5～2倍程度高価格

有機野菜 ：ほぼない（慣行野菜は割高な小売価格で調達しているため）

◎給食の無償化

・給食費の無償化と有機農業の推進のために有機給食予算の十分な確保

有機給食の現状
柿木地域 ：全量有機米，有機野菜3～5割（約62品目）

六日市地域：全量有機米，一部有機野菜

◆3点の課題の対応方法

⑶島根県吉賀町



②安定的な食材供給量の確保及び品質・規格の調整
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◎約100食/日の有機食材を提供できる生産基盤

◎生産者会議による需給・規格の調整

・有機農地の状況報告

・有機野菜のサイズは小さい傾向にあるが，給食食材として適当な大きいサイズ

の食材を優先的に供給

⑶島根県吉賀町

③関係者間の連携・情報共有
◎有機農業運動による実現

◎生産者の組織化

・地域の有機農業の生産状況の把握，供給量の確保

・栄養士との情報共有・需給調整（生産者会議）



総括

◎事例の取り組みの整理
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京都府亀岡市 熊本県山都町 島根県吉賀町

①価格差の
補填

国・市の補助金を活用 国の補助金を活用
町予算の確保

（野菜の価格差はほぼ無い）
給食の無償化

②供給量の
確保と品質・
規格の調整

生産基盤の拡大
品質・規格の調整と向上

有機農業の普及・確立
生産者・集出荷組織による調整
需要量に対する供給量の規模

生産者会議による需給・規格
の調整
需要量に対する供給量の規模

③関係者間の
連携・情報共有

行政主導による有機給食の
推進・連携体制の構築

集出荷組織による連携体制の
確立

有機農業運動による実現
生産者の組織化

➡有機給食の実施要因

・行政による補助金等の支援，有機農業技術の確立，推進主体による連携
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展望
◆有機給食の普及・拡大に向けて
・有機農業生産基盤の確立

-数量の安定確保・品質の向上

-調達コストにおける価格差の是正

・行政による支援

-有機農業支援・活性化，調達コストにおける差額の補填

・生産者や関係組織の主体的な取組

-関係者間を巻き込んだ連携体制の構築

-品質・規格の設定
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